
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　：　ここ３年間で連続した伸びを見せており、０．６４８となっている。平成14年より取り組んでいる税徴
収率向上への取組み効果、職員欠員の不補充や人事院勧告に準拠した給与の引き下げ等の人件費削減、民間
委託による歳出の見直し等により今後も効率的、効果的で簡素な行財政の確立に努める。
経常収支比率　：　平成8年度をピークに改善傾向を示してきたが、平成12年度以降町税収入の落ち込みによる
経常一般財源の減少や扶助費を中心とした経常的な経費が増加し、さらに平成５～７年度に実施した大型事業に
伴う公債費の一括償還が重なり、前年度比で１２．６ポイント上昇した。今後の町税収入の推移が不透明であるこ
とから、より一層の行財政改革を推進し経常的な内部管理経費の抑制に努める。
起債制限比率　：　公債費の一括償還により、類似団体平均を上回って１２．６％となっており、一括償還の影響が
なくなる平成１９年度以降については、起債制限比率は類似団体の水準まで低下するものと見込まれる。今後の
新規発行の抑制に努める。
人口1人当たり地方債現在高　：　類似団体平均に比較して町債残高は、大型事業の関係で上回っている。今後
の新規地方債発行の抑制に努める。
ラスパイレス指数　：　平成16・17年度に一般職員については、給与を２％カットするとともに、特別職においても
５％の報酬削減を実施した。また、管理職手当についても１０％を削減し人件費の抑制に努めている。また、特殊
勤務手当についても平成１７年度に見直しを実施しその適正支給と削減に努めることとしている。
人口１，０００人当たり職員数　：　平成11年度の２９８人をピークとして行政改革等の推進により年々職員を削減
し、平成１７年度では２８０人と５年間で約６％削減を実施した。今後の職員の適正化を図るため、「定員適正化計
画」に基づき平成２１年度までに５％削減を目指すこととする。


